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研究成果の概要（和文）：学校危機後の学級介入支援の実践研究では、教職員対象の心理教育研

修の実施、校内にメンタルサポート・コーディネーターを設置することにより、事件の影響の

ある生徒の生活、学習面への支援をすすめた。生活環境、友人関係、放課後の活動の安全性を

質問紙調査で確認した。一連の学級介入の中・長期的支援の実践から得られた知見をもとに、

学校危機時に利用可能な心理教育資料を作成し、東日本大震災後の学校で対応に活用できるよ

うに、ホーム−ページに掲載した。 
 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, we examined the interventional support to the 
classrooms after the school crisis. Providing the psychology education training for the 
school staff was essential. Secondly, installing a mental support coordinator in the campus 
was quite effective for the adjustment of students affected by the incident. The result of 
survey showed the safe school environment and the good relationships among students. 
Last, based on experiences from the mid and long term support, we made the several 
psycho educational materials for the use of other school crisis as well as the schools affected 
by the Great East Japan Earthquake. 
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１．研究開始当初の背景 

 学校心理学の領域は、教育心理学系列の新

たな分野であり、欧米の接近方法を参考にし

ながら、日本独自の取り組みが始まっている。

そこでは、発達障害などを示す児童生徒個人

への支援だけでなく、すべての生徒を対象と
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した学校心理学的支援の研究と実践が行わ

れる。一方、教師に対する学級経営上の支援

も必要である。そのため、研究代表者は、平

成 10 年度より科学研究費補助金（奨励研究

(A)、基盤研究(C)）等を得て、学校心理学を

もとに教師の学級経営への支援をすすめる

介入的研究を進めてきた。「学級経営上の困

難が生じている場合に早急に解決するため

の介入的支援」の側面と、「教師自身が学級

経営の力量を高めるために行われる介入的

支援」の側面の二側面を設定し、支援方法の

実際とその効果の検討を行ってきた。特に後

者は、促進的、開発的な性質を持つ支援であ

り、教師にとって学級経営を進めながらの個

別研修となり、その効果を確認した。 

 一方、研究代表者は、大阪教育大学附属池

田小学校事件(平成 13 年 6 月 8 日)の翌日よ

り継続して「附属池田小学校メンタルサポー

トチーム」の活動に携わり、児童、保護者、

教員に対して支援を行ってきた。特に、事件

後の学校運営の進め方や学級運営に関して

教員と協議しながら対応した。例えば、PTSD

症状やトラウマの影響のある児童への配慮

として、授業で使用する教材の検討や学校行

事の進め方について検討した（瀧野，2006、

岩切・野坂・瀧野，2005.4〜2006.3）。その

なかで、同級生が亡くなり重傷者が出るなど、

事件の影響が残る事件当時の小学１，２年生

が小学校を卒業し、附属池田中学校に進学し

た。こうした学校間移行に際して、教育課程

や生徒指導と教育相談体制など、附属中学校

の組織としての運営面での整備へ支援を行

った。これまでのメンタルサポートチームの

活動経験に加え、類似した大規模な事件を経

験した英国ダンブレン小学校とダンブレン

中等学校の視察と情報交換、米国コロンバイ

ン高校の視察と情報交換をもとに、附属池田

中学校では、校内にメンタルサポート・コー

ディネーターを設置し、カウンセリング体制

の整備、チーム支援体制、教育課程にリラッ

クスやリフレッシュのための時間の設定、メ

ンタルサポート・コーディネーターとの週１

回のミーティング、教職員との月例ミーティ

ング(メンタル会議)の実施、教室の窓の改修

など学校施設・環境面の整備を提案した。平

成 21 年度からは、生徒の進学する附属高校

池田校舎におけるメンタルサポートの仕組

みを継続するため、メンタルサポート・コー

ディネーターとカウンセリングの仕組みな

どの準備をすすめてきた。 

 本研究では、研究代表者がこれまで取り組

んできた(1)学級経営への介入的研究と、(2)

学校危機事態からの影響を受けた学校への

メンタルサポート支援を踏まえた研究を目

指す。事件の影響のある生徒の学校生活の適

応について、事件直後からのサポート記録を

参照可能ななかで、中学校および高等学校の

担任教諭の進める学級経営への適切な支援

方法の検討、支援の実施上の問題点の解明、

介入方法と介入結果の評価を行うことを目

的とした。特に、平成 21 年度は学校移行後

の高校１年生の適応と、学校移行の準備段階

の中学３年生の学校適応に注目する。事件の

影響の大きい生徒の在学のタイミングにあ

わせた限定的な研究となる。そこでは、介入

の形態として個人の教師の学級経営に介入

支援を行う場合、継続的に複数回の介入支援

を行う場合、小グループの教師に対して継続

的な介入支援を行う場合など、いくつかの介

入の形態における支援のあり方とその評価

についても検討する。教師に対する介入内容

として、特に情報提供となる心理教育につい

て有効性の検討を行う必要がある。 

 これらトラウマや PTSD の症状をかかえる
生徒が在学している時期に、本研究で実施す
る取り組みから、学校危機事例において、
中・長期的な学級経営への支援の在り方を取
り扱い、これまでにない新しい形の萌芽的な
研究となる。そして、生徒だけでなく、教師
側への支援のあり方を探りながら、学校危機
事例に対して、中・長期的な対応の在り方を
提案する、新しい学校心理学の展開に寄与す
る研究に発展できるものと考えた。 
 
２．研究の目的 

 トラウマや PTSD の症状をかかえる生徒が

所属する学級における担任教師に対する介

入的な関わり方の開発とその評価を目的と

する。特に、事件や事故の直後の対応の記録

を参照可能な状況の中で、中・長期的な段階

での介入的支援について検討する。特別に配

慮する必要のある内容（学習教材における配

慮、学校行事における配慮、学力面での支援）

を心理教育によって情報提供するなかで、教

師の学級運営を支援する方法について検討

する。 

 具体的には、附属池田中学校と附属高校池

田校舎の生徒を担当する教員を対象に研究

を実施する。教師へのコンサルテーションの

実施によって、学級経営上で具体的な目標設

定、意図的な取組みの促進に効果があるかど

うか、定期コンサルテーションの進め方につ

いての評価を行う。心理教育の内容と情報提

供の進め方についても併せて評価し、介入手

法の有効性について吟味する。さらに、コン

サルテーションを外部の研究者ではなく、同

僚の教員間で実施できるように取り組む。最



 

 

後に、最終年度には、総括的な評価を行い、

特に、附属池田中学校及び附属高校池田校舎

における取組みについて、一般の学校の通常

時の学級経営介入と比較して相違点を明ら

かにし、学校危機後の中・長期的な学級経営

への支援の在り方について提案する。 
 
３．研究の方法 

 本研究は、研究代表者が単独で行う。研究

対象は、附属池田中学校の教員として、平成

20 年度より準備をすすめ、平成 21 年度より

実施した。以下のように、初年度は介入方法

についての方法の確立のための実践と評価

を行ない、次年度以降はその運用が適切に出

来るかどうか、実践的な面から方法を確認し、

介入結果の評価について取り組んだ。 

 平成 21 年度 (学級介入方法の具体化と評

価視点の探索的検討) 

実践研究とその工夫 生徒の心理的特徴に

ついての心理教育の実施によって、事件の影

響のある生徒の理解の仕方や基本的対応に

ついて理解を得る。心理教育内容の有効性、

導入の手法についても併せて検討した。 

 以下の２つの介入方法について、質問紙、

観察、面接などを通した現状の把握と分析、

今後の展開の予測、フィードバックによる介

入の方向性、可能性について検討する。また、

経過面接の構造化をより確かなものとした。 

(1)個人を対象とした学級経営に関する単発

の介入的支援方法の改善と評価 

(2)小グループを対象の１学期から３学期ま

での継続的な学級経営について介入的支援

方法の開発と評価 

実践研究の評価 介入により教師や学級の

変化をとらえるための評価方法をＶＴＲの

記録や質問紙調査など試み、評価方法の方針

を探った。 

 平成 22 年度（学校介入方法の定式化と学

級介入方法の有効性の評価） 

 これまで検討した方法をより実践的に活

用できるかどうか、学年進行やクラス変えに

伴って、さらに具体的な介入を増やし、方法

上の問題を検討した。介入前の調査、観察、

面接結果と介入の過程の変化、介入後の学級

集団と担任の変化について広範に評価した。 

 平成 23 年度（学級介入方法の展開） 

 これまでの実践の総括・まとめを行った。
そして、ここまでの研究を踏まえ、他の学校
危機事例に対して、中・長期支援に当たる教
員の学級経営の在り方について提案をした。 
 
４．研究成果 

 学級介入方法の具体化と評価について、継

続して検討を行ない、支援の実践を進めた。 

 教育実践への支援として、学校危機後の生

徒の心理的特徴について、小、中、高の教職

員を対象に心理教育の研修を実施した。事件

の影響に関する資料をもとに、事件の影響の

ある生徒の理解の仕方、日常の基本的な対応

と行事や校外活動における対応の進め方、緊

急時における対応についての理解が進むよう

に研修を行った。 

 また、教員側にメンタルサポート・コーデ

ィネーターという役割を設置し、学年主任、

管理職とカウンセラーが参加するミーティン

グ（週に１回、１〜２時間）を行いながら、

授業中、学校行事、部活等の時間帯の生徒の

様子についての情報を共有する仕組みを、中

学校、高等学校共に、確立できた（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 これらの協議を通じ、配慮の必要な生徒の

理解をすすめ、生活面、学習面への具体的な

支援について検討した。生徒の状況を配慮し

た形で実施できるように、シラバスの作成と

点検により、教材や実施時期について協議ま

たは助言した。 

 学校生活の状況を全般的に把握するため

に、学校の安心感や安全感を測定する質問紙

調査を行い、生活環境についての評価を行っ

た。生活環境は良好であり、友人関係では助

言や援助が得られ、放課後の活動の安全性が

確認できた。 

 学級介入の中・長期的支援の実践から得ら

れた知見は、学校危機メンタルサポートセン

ターのトラウマ心理相談室と連携し、学校危

機時に利用可能な心理教育資料の作成に活用

した。東日本大震災に関係して、被災後の学

級運営での留意点 （教職員版）他４点を大阪

教育大学学校危機メンタルサポートセンター

東日本大震災関連ページに掲載した。 

 また、日本学校心理士会「東日本大震災 子

ども・学校支援チーム」に招聘され、チーム

メンバー向けに研修を担当した。さらに、災

害における子ども・学校支援に関する米国学

校心理士会の資料の翻訳・翻案作成メンバー



 

 

として、資料作成に取り組んだ。 
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